被扶養者認定運用基準

２０１４．１２．８
第１条（目　的）

　　　この基準は、健康保険法第１条第２項による被扶養者の認定について具体的事項を定め、認定を公平に行う

　　　事を目的とする。

第２条（被扶養者の範囲）

　　　被扶養者の範囲は、次の通りとする。

主として被保険者により生計を維持される次の者

（1） 父母など直系尊属（養父母を含む）

（2） 配偶者（内縁関係を含む）

（3） 子（養子を含む）、孫、兄姉弟妹

2） 被保険者と同一世帯に属し、主としてその被保険者により生計を維持される次の者

（1） 上記以外の３親等内の親族

（2） 被保険者の内縁の配偶者の父母、連れ子

（3） 内縁の配偶者死亡後の父母、連れ子

第３条（被扶養者認定の原則）

　　　年収は暦日にて認定効力発生の日以降１年間の収入を、本年または前年の収入実績、または雇用契約の収入条件

等を基に予測して算出する。
　２）主として被保険者の収入によって生計している事が前提で、６０歳未満は年収１３０万円未満、６０歳以上また

　　　は障害厚生年金を受給できる程度の障害を有する方は年収１８０万円未満であって、かつ被保険者の年収の
概ね１／２未満である。
（1） 当健保組合の場合、子は１８歳までは被扶養者として認める。（高校に在学するものとみなす　但し就労して１３０万円以上の年収がある者は認めない。）

（2） １９歳以上の子でも在学証明、又は収入の証明になる書類を提出してもらうことによって、年収１３０万円未満の場合は被扶養者として認める。
（3） 離職等により無職無収入となったことを理由として申請を受理した時は、直近の収入に関係なく認める。（但し、その後就労して第３条第２項の収入制限を超える収入がある場合は認めない。）

（4） 両親の扶養認定にあたっては、第３条第２項の収入制限は別々に判断する。
但し、被保険者本人との生計維持関係よりも両親間の生計維持関係が強い場合もあるので、収入制限内の親でも認めない等、生計の維持の実態を優先的に審査する。
（5） 両親が被保険者の場合、その子は年収の多い親の被扶養者とする。
（6） 雇用保険給付金、労災保険の給付、出産手当金、傷病手当金を受給する場合は、給付額の証明となるもの（離職票の写しまたは受給資格者証の写し等）を添付して申請を受理し、それを基に年収が第３条第２項の収入制限を超える場合は認めない。更に、６０歳未満は日額３，６１２円（収入制限額１３０万円を３６０日で除した額）以上受給している期間を扶養削除の扱いとし、６０歳以上または障害厚生年金を受給できる程度の障害を有する方は日額５，０００円（収入制限額１８０万円を３６０日で除した額）以上受給している期間を扶養削除の扱いとする。
第４条（収入の範囲）

　　　収入は、以下のとおり第４条第２項の一時的な収入を除く全ての収入を範囲に含める。
　　　（１）勤労による給与収入（パート、アルバイト、内職等　　交通費支給額を含む）

（２）各種年金収入（一時金で受けたものを除く厚生年金、国民年金、企業年金、各種共済年金、遺族年金、恩給等々）
　　　（３）事業収入（自家営業、農業、林業、漁業等）

（４）雇用保険給付金、労災保険の給付

　　　（５）不動産収入、利子、配当金
　　　（６）その他の収入
      尚、上記の収入について所得税法の適用がある場合は、控除後の金額でなく収入総額とする。
２） 出産育児一時金及び出産育児付加金、一時金で受けた各種年金、退職金、宝くじ、分離長期譲渡所得、
遺産相続や贈与による収入、生命保険の満期一時金などの一時的な収入は「その他の収入」に含めない。
３） 出産手当金及び傷病手当金と傷病手当付加金及び延長傷病手当付加金は、給料等がもらえない場合の補填を目的とする給付であるので、「その他の収入」とする。
第５条（扶養に関する立証義務）

　　　被扶養者の認定を受ける場合、被保険者により主として生計が維持されているか、また将来に向けて維持する

　　　ことを証明するため、被保険者は所定の資料を提出しなければならない。
（送金証明等経済的背景が分かる資料の提出）

第６条（被扶養者の届出）

　　　被保険者資格を取得した時点において健康保険法上の被扶養者資格の要件を備えている者がいる場合、又は被

　　　保険者資格取得後に被扶養者資格の要件を備える者が新たに生じたとき並びに既に被扶養者資格を認定されて

　　　いる者が被扶養者資格の要件を欠くに至ったときは、原則としてその事実が発生した日から５日以内に｢健康

　　　保険被扶養者異動届」に所定事項を記入、所定書類を添付し事業主経由で健保組合に届出し、被扶養者資格の

　　　取得または喪失の認定を受けなければならない。
第７条（認定効力の発生時期）

　　　被扶養者資格を認定した場合の効力の発生時期は次のいずれかによるものとする。
（１）被保険者資格取得後または被扶養者資格が生じた日以後５日以内に所定の被扶養者届および添付書類を組合に提出したときは原則として被保険者資格取得の日、または被扶養者資格の生じた日とする。
（２）被保険者資格取得後または被扶養者資格が生じた日以後６日以上経過して所定の被扶養者届および添付書     類を組合に提出したときは原則として被扶養者届を提出した日とする。
但し、やむをえない理由で届出が遅れたと認められる場合で組合業務に支障がないと判断される場合には、被保険者資格取得の日または被扶養者資格が生じた日とすることができる。
第８条（資格喪失の時期）

　　　組合が被扶養者資格を喪失させる日は、原則として被扶養者資格を有しなくなった日の翌日とする。
第９条（認定後の調査、洗替え）

　　　被扶養者認定後であっても必要であれば組合は定期的または臨時に被保険者に対して必要書類の提出を求めることができる。
　２）年収は暦日にて本年１年間（１月１日から１２月３１日）の収入を、前年の収入実績（特に必要な場合は本年の収入実績および雇用契約の収入条件等）を基に予測して算出する。
（1） 子の要件確認

・就学者の要件確認・・・毎年４月に在学証明により在学していることを確認する。
（原則として収入証明の添付資料は不要。但し、収入制限超過の事実がある場合は必要。）
・就学者以外は毎年５月～６月頃、収入証明により確認する。
（前年１月～１２月の収入証明となる書類を提出してもらう。）

・離職時での認定には退職証明書、離職票、及びそれまでの収入明細を提出してもらう。
（2） 配偶者、親の要件確認

・毎年、税法上非扶養かつ当健保組合で扶養となっている配偶者、親の扶養確認のため、前年（１月～１２月）の収入の証明になる書類（親の場合は年金支払通知書等）を提出してもらう。
（3） 身体障害者の確認

・毎年、身体障害者手帳（写し）、および収入証明となる書類を提出してもらう。
第１０条（被扶養者資格審査の自動的取り下げ）

　　　　組合が被保険者に提出を求めている必要書類を再三の督促にもかかわらず正当な理由なく所定の期日までに

　　　　提出しないときは、被保険者が認定対象者の被扶養者資格の審査を受ける意思を放棄したものと見なし認定

　　　　対象者を自動的に審査の対象から外すことができる。
第１１条（再審査請求）

　　　　被保険者が被扶養者認定に関する組合の決定に不服のあるときは、健康保険組合事務取扱者を経て理事長に再審査請求をすることができる。
第１２条（理事会の招集）

この被扶養者認定基準および補足に記載のない特別な事例のある場合は、理事長は理事会を招集し、扶養認定の可否を問うことができる。
附　則
（施行期日）

第1条
この運用基準は平成２６年１２月８日から施行する。
（基準第７条（認定効力の発生時期）（２）やむをえない理由の立証義務）

第2条   被保険者資格取得後または被扶養者資格が生じた日以後６日以上経過して所定の被扶養者届および添付書類
を組合に提出した場合で、認定効力の発生時期を被保険者資格取得の日、または被扶養者資格の生じた日と

するためには、被保険者はやむをえない理由を証明するための資料を提出しなければならない。
　  　　（事例１）結婚による場合：結婚届または婚姻届受理証明を証明としている。
（事例２）外国籍の配偶者が退職直後に母国に一時帰国の場合：出国時のパスポートの写しを証明とした。
　　　　　　 　→H27.7.17受理のところ、H27.7.8認定

補足
（１）外国籍ご両親（実父母、義父母）入国の場合



（平成２８年８月２２日追加）
国籍は問わず外国人の方も被扶養者になることができる。続柄や収入等の認定基準は日本人の場合と同様。

但し、療養を目的とする入国の場合は認定しない。

加えて必要な要件として

1 日本国内に居住し在留管理制度に登録されていること

2 在留資格が就労または特定活動（法定特定活動、告示特定活動、告示外特定活動）であること

3 在留期限が１年以上であること

上記の条件を各地区人事主管部署長が被保険者本人に説明し、本人へのヒアリング（状況確認）が完了した後、

申請手続きを行う運用とする。

　　申請書の添付書類：　１）①②の証明として対象者の在留カード（写し）

　　　　　　　　　　　　・・・在留資格（就労または特定活動かどうか）、在留期限（１年以上あるか）等を確認

する。

　　　　　　　　　　　　２）被保険者本人との関係を証明できる外国籍の方全員（本人が外国籍の場合を含む）の

掲載された戸籍謄本に準じるもの

　　　　　　　　　　　　・・・国により状況は異なる。

　　　　　　　　　      ３）住民票

　　　　　　　　　　　　・・・生計の基盤が日本にあることの証明資料として提出は必須。
義父母の場合等、同居が必須の場合の証明資料でもある。
                              住民票上で対象となる外国籍の方の関係（続柄）が判る場合もあるため、その場合は

上記２）の戸籍謄本に準じるものとして扱う。
                              （自治体側では入国から３ヶ月間は発行できないことが想定されるので、要注意。）
　　　　　　　　　      ４）認定対象者の直近の収入証明（非課税証明、所得証明に準じるもの）
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